
（1）事業実績
①貯金業務

　会員 JA からの貯金が減

少したことから、貯金は期

末残高１兆 3,651億円、期

中 355億円の減少で、対前

年比マイナス 2.5%となり

ました。

②融資業務

　農林系金融機関および地

域金融機関として、農業者

や農業関連企業、地場産業

を支える県内企業に対し取

引拡大に努めたほか、金融

機関向け貸出やシンジケー

トローン等に積極的に取組

みました。しかしながら、

地方公共団体への貸出が減少したことから、貸出金は期末残

高1,412億円、期中17億円の減少で、対前年比マイナス1.2%

となりました。

③余裕金運用業務

　安全性や流動性、金利動

向等を勘案のうえ、国債等

を中心とした安全資産への

投資を行う一方、価格変動

リスクに留意しつつ、株式

や受益証券等への投資も行

いました。

　しかしながら、債券等の一部売却を進めたことから、有価証

券は期末残高3,970億円、期中132億円の減少で、対前年比

マイナス3.2%となりました。

5
事業の概況

（令和４年度）

14,00714,007
13,65113,651

平成30年度 令和元年度 2年度 3年度 4年度

14,159
14,63814,638

14,24014,240

貯金残高

10,000

11,000

12,000

13,000

14,000

15,000

(単位：億円)

(単位：億円)

1,2711,271
1,3221,322

1,4141,414 1,4291,429 1,4121,412

貸出金残高

1,000

1,100

1,200

1,300

1,400

1,500

平成30年度 令和元年度 2年度 3年度 4年度

(単位：億円)

有価証券残高

3,000

3,300

3,600

3,900

4,200

3,9443,944

4,102
3,9703,970

3,5113,511

3,6753,675

平成30年度 令和元年度 2年度 3年度 4年度

SHIGA SHINREN DISCLOSURE 2023

28



④ JA 推進支援業務

　令和４年度は、JAバンク滋賀中期戦略（令和４年～６年度）の初年度として、

「ステークホルダー目線での金融仲介機能の発揮」および「持続可能なJA経営基

盤の確立・強化」を重点取組方針に掲げ取組みました。従来の推進スタイルで

ある「商品軸」から、より組合員・利用者のライフプランに寄り添った「提案軸」

への転換を目指し、住宅ローンやマイカーローンなどを積極的に取組んだこと

に加え、金融サービスの利便性向上のためJAネットバンクやJAバンクアプリと

いった非対面ツールの提供などの取組み強化も図りました。

　この結果、県内のJA個人貸出金は、期末残高2,270億円、期中118億円の増

加で、対前年比プラス5.5%となりました。また、県内のJA個人貯金は、期末

残高１兆4,858億円、期中172億円の減少で、対前年比マイナス1.1%となりま

した。

　また、農業メインバンクとして、担い手の農業所得向上を図るべく、県内JA

において訪問活動を中心とした農業融資の推進に注力したことに加え、ロシア・

ウクライナ情勢悪化に伴う原油価格・物価高騰等の影響を受けた担い手への対

応として、災害緊急資金の金利負担軽減措置（金利０％　期間５年）を実施し

ました。

　さらに、担い手経営体の経営の安定・成長支援のため、JA信用部門ならびに

営農経済部門と連携しながら、担い手経営体に対する決算資料等の分析やヒア

リングを通じて、経営課題を可視化（課題の見える化）することにより、JAバ

ンク一体となって、その解決策を提案する「担い手コンサルティング」に取組

みました。

　しかしながら、生産資材等の価格高騰に伴う農家所得の減少を背景とした設

備投資抑制の動きにより、県内JA農業融資は期末残高78億円、期中２億円の減

少で、対前年比マイナス3.4%となりました。

⑤為替・決済業務

　JA組合員等利用者への決済サービスの安全かつ円滑な提供に向けて、日々、

決済リスクを適正に管理しつつ決済システムを円滑に運営するとともに、JAに

対する現金の安定供給に努めました。また、手形等決済については、交換業務

の効率化と円滑な運用に向けて、令和４年11月より電子交換所に参加しました。

　この結果、内国為替取扱高は（仕向）231 千件の 8,058 億円、（被仕向）

1,804 千件の 9,415 億円、手形交換取扱高は（持出）１千件の 65億円、（持帰）

１千件の 49億円、現金供給高は 1,830 億円となりました。
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（2）損益の状況
　安定した調達と利息収入

を中心とした運用により、

経常利益は 25 億 15 百万

円、当期剰余金は 21 億

54百万円となりました。

（３）自己資本の状況
　内部留保の積み上げに

よる自己資本の増強に努

めた結果、バーゼルⅢ国

内規制に基づく自己資本

比率は対前年比 0.06 ポ

イント上昇し、15.20%

となりました。

　なお、当会の自己資本比率は、国内基準（４％）、国際基準（８％）を上回り、

健全な内容となっています。
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